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更なる見直し、改善が必要
（効率化）

総事業費(執行ベース) 65,025 9,867 8,793

補
　
記

65,025 9,867 8,793

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律に基づき、適切に支出されている。
補助対象事業完了後に実績報告を受け、その内容を確認している。

見直しの
余地

　本補助金の対象となる旧合併特例法の期間において、市町村数は3,232→1,822へと大幅に減少し、合併が促進され
た。
　すでに平成13～21年度までの間に、旧合併特例法の期限までに合併した市町村の「市町村建設計画」に基づく事業
に対し、580市町村に2085億円を交付したところであり、交付最終年度までの6年間に交付すべき残額は240億円となっ
ている。合併市町村間の公平を確保する上でも、平成22年度以降も同様の交付基準で引き続き交付する必要がある。
　一方、会計実地検査等において、特別交付税との重複等不適切な事例が指摘されていることを踏まえ、「市町村合併
推進体制整備事業の適正な執行について」（平成２２年４月２３日付け総行市第１４３号総務省自治行政局市町村体制
整備課長通知）を発出するとともに、同日行われた全国都道府県財政課長・市町村担当課長会議において、かかる指
摘が重ねて行われることのないよう、合併市町村に対してあらゆる機会を活用して、補助事業の適正な執行について
周知徹底するよう依頼している。

23年度要求

予算額(補正後） 66,674
（H18繰越含む。）

9,885 8,832 5,421 4,337

事業概要
（5行程度以
内。別添可）

　旧合併特例法の期限（平成18.3.31）までに合併した市町村の「市町村建設計画」に基づく事業に対し、計画の期間中
（概ね10年）に、旧市町村の人口に応じ、旧市町村あたり６千万円～３億円を合算した額を補助
　（旧市町村人口）　　（金額(計））　　（旧市町村人口）　　（金額(計））
　      ～  5,000(人)　　　６千万円　　50,001～100,000(人)　２億１千万円
　 5,001～ 10,000(人)　　　９千万円　　100,001(人)～　　　　　　　３億円
　10,001～ 50,000(人)　１億５千万円

実施状況 平成21年度　交付対象　252市町村

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度 22年度

執行率 97.5% 99.8% 99.6%

執行額

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　旧合併特例法(～平成18.3.31）下で合併した市町村における新しいまちづくりを着実に支援するため。市町村の行財
政基盤の強化を図る観点から、平成11年以降、全国的な合併推進運動が進められたが、その一環として同年の法改
正により「国の財政上の措置義務」が明記されたことを受け、総合的な補助金として創設したもの。

担当部局庁 自治行政局 担当課室 市町村体制整備課 課長　大泉　淳一

会計区分 一般会計 上位政策 地方行政制度整備費

事業番号 0009

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　　　(総務省)

予算事業名 市町村の合併の推進に必要な経費
事業開始

年度
平成13年度 作成責任者

根拠法令
（具体的な
条項も記載）

総務省設置法第４条、予算補助
（旧合併特例法第16条第2項の改正（国の財政

上の措置義務）を踏まえたもの）

関係する計
画、通知等

市町村合併支援プラン
（平成13年8月30日市町村合併支援本部決定）

　



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ
て補足する)
(単位:百万円)

総務省
8,793百万円

Ａ.地方公共団体
8,779百万円

市町村合併体制整備事業

Ａ．支出額上位 １０件
（単位：百万円）

都道府県 市町村 交付決定額

山口県 岩国市 339

千葉県 旭市 218

愛知県 清須市 148

千葉県 成田市 146

愛知県 稲沢市 145

愛知県 岡崎市 133

福島県 会津美里町 123

愛知県 新城市 119

滋賀県 大津市 118

京都府 京都市 117

Ｂ.民間業者（５者）

11百万円

Ｃ.職員等

3百万円

旅費、諸謝金
合併デジタルアーカイブ

ウェブサイトシステム事

業、印刷製本費等

支出額

4.6

2.4

2.0

1.0

0.9

業者名

（株）愛住ビルガイア

独立行政法人国立印刷局

（株）ぎょうせい

（株）三州社

特定非営利活動法人　ＩＴＦ

Ｂ．支出額上位 ５件
（単位：百万円）

【一般競争入札

応札者数：２、少額随契】



計 0 計 0

D. H.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 3.5 計 0

C.　職員等 G.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 4.6 計 0

ｼｽﾃﾑ構築
費

市町村合併推進体制整備費補助
金申請書等の電子データ化

0.9

ｼｽﾃﾑ構築
費

合併特例事業の事業計画等の電
子データ化

1.0

ｼｽﾃﾑ維持
費

合併デジタルアーカイブウェブサ
イトシステム維持業務

2.7

B.　特定非営利活動法人ＩＴＦ F.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

計 339 計 0

都市計画策定事業 8

費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ
れている者に
ついて記載す
る。使途と費目
の双方で実情
が分かるように

記載）

A.　山口県岩国市 E.

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

ｼｽﾃﾑ開発
費

統合型地理情報システム開発事業 331

調査研究費

　



別紙

主な市町村合併体制整備費補助金交付先

(単位：百万円）

都道府県 市町村 支出概要 交付決定額

山口県 岩国市
統合型地理情報システム開
発事業 339

千葉県 旭市 防災行政無線統合整備事業 218

愛知県 清須市
保育園及び幼稚園環境・設
備整備事業 148

千葉県 成田市
市道新妻２号線及び４号線
の整備 146

愛知県 稲沢市 市民会館整備事業 145

愛知県 岡崎市
水とみどりの森の駅整備事
業 133

福島県 会津美里町 上水道台帳整備事業 123

愛知県 新城市 長篠保育園改築事業 119

滋賀県 大津市
木戸市民センター整備（一
部公民館の整備及び消防分

整備

118

京都府 京都市
都市住民との融合施設の整
備 117

支出概要 支出額

合併デジタルアーカイブ
ウェブサイトシステム維持

務

4.6

地方自治法の一部を改正す
る法律案の印刷 2.4
平成の合併後の市町村のす
がたに係るデータ処理等の
請負

2.0

地方自治法の一部を改正す
る法律案の印刷 1.0

組織改編に伴うレイアウト
の変更作業 0.9

業者名

（株）愛住ビルガイア

独立行政法人国立印刷局

（株）ぎょうせい

（株）三州社

特定非営利活動法人　ＩＴＦ
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